
市内の工場又は物流施設（日本標準産業分類に掲げる製造業、新聞業、出版業、倉庫業、
道路貨物運送業、こん包業、港湾運送業）に設備投資を行う中小企業者

160万円以上の「機械及び装置」及び「ソフトウェア」であり、以下の区分に該当するもの

省力化省力化 省エネ化補助金省エネ化補助金・・
新潟市新潟市

・補助金の実績報告は令和８年２月末までに提出してください。

※製造業のみ対象



○事業の用に直接供する法人税法施行令等の「機械及び装置」又は「ソフトウェア」に該当するもの。
○本制度以外の市の制度により補助金の交付を受けようとする設備ではないこと。
○国、県その他の地方公共団体又は産業支援機関の制度により補助金の交付を受けようとする同一の設備
 ではないこと

（令和7年3月作成）


